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ただ今議題となりました、議案第３号「令和８

年度国富町一般会計予算」のうち、総務厚生常任

委員会の所管する部門、議案第５号「令和８年度

国富町国民健康保険事業特別会計予算」、議案 

第６号「令和８年度国富町後期高齢者医療特別 

会計予算」及び議案第７号「令和８年度国富町 

介護保険特別会計予算」の４件について、審査の

経過及び結果を報告いたします。 

本委員会は、所管する部門における執行部から

の説明を受け、現地審査を含めて慎重に審査を 

行いました。 

以下、審査の概要について、議論された事項の

中から主なものを簡潔に報告いたします。 
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初めに、総務課について報告いたします。 

自動車購入費６８２万３千円について質した

ところ、現公用車１号車は平成２５年７月に購

入され、１２年が経過し、修理の頻度が増加し

ていること、７月に車検満了を迎えることから

更新を行うもので、車種についてはトヨタ・ア

ルファードを選定し、選定理由としては、大人

数での移動や車内での打合せが可能であり、大

規模災害時には臨時的な執務スペースとして活

用できるなど多様な用途への対応や安全性能を

考慮したとのことでした。 

 また、導入方法については、総額を抑える観

点からリースではなく一括購入とし、現車両に

ついては下取り処分を予定しているとのことで

ありました。 

 委員からは、厳しい財政状況の中にあって町

民感情への配慮も重要であり、公用車の在り方
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や活用方法については、より幅広い視点から検

討すべきではないかとの意見も出されました。 

 また、県内の自治体の中には同車種の公用車

を土日祝日にカーシェアリング事業として町民

に貸出すなど、資産の有効活用を図っている事

例もあることから、今後の公用車運用の参考と

して検討してはどうかとの意見も示されまし

た。 

 本委員会と致しましては、今回の更新の必要

性について一定の理解も示しつつも、今後にお

いては公用車の効率的な運用や町民サービス向

上に繋がる活用方法について引き続き検討され

ることを要望致しました。 

次に、総合戦略課について報告いたします。 

まず、「地域おこし協力隊採用支援業務委託料」 

３４６万５千円と「お試し地域おこし協力隊運営業務

委託料」９９万円について質したところ、どちらも

新規事業であり、地域おこし協力隊は、都市部から
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地方へ住所を移し、定住の促進と地域活性化、担い手

不足の解消などを目的とするものであり、国富町では、

今まで採用実績がないため、専門業者へ募集からお試

し地域おこし協力隊の運営業務までを一貫して委託

し、マッチング率と定着率の向上を図るとの説明であ

りました。 

現在のところ、町のＰＲや観光分野・健康長寿の分

野・農業分野での募集を計画しており、地域おこし協

力隊募集に係る経費、お試し地域おこし協力隊に係る

経費は、それぞれ特別交付税の対象となるとのこと

でした。 

 委員会としても、国富町のＰＲや観光、健康長

寿、農業分野など、本町の特色を生かした人材が

来て頂けることを期待しており、ぜひ将来的な定

住や地域の担い手に繋がるよう、丁寧な受け入れ

態勢づくりにも努めて頂きたいと要望致しまし

た。 

次に、「物価高騰対応商品券配布事業」につい

て質したところ、４月から順次配布を予定してお
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り、世帯数が９，０００世帯に及ぶため、全世帯

配布完了までに１カ月を想定しているという説

明でありました。 

ゆうパックによる対面配布となり、不在の場合

は、不在票に基づき再配達か国富郵便局での受け

取りになるとのことでした。 

受け取りがされなかった商品券は、５月中旬を

めどに役場へ返送され、商品券の使用期限の９月

末までは、役場での受け取りが可能とのことであ

り、商品券は換金されて初めて交付金の対象とな

るとのことでした。 

委員会としては、９，０００世帯という大変な

業務になるものと推察致し、町民の皆様に確実に

届き、しっかりと利用して頂くことで地域経済の

下支えにも繋がると思いますので丁寧な対応を

お願い致しました。 

 

次に、財政課について報告いたします。 

公園用地購入費８２万円について質したとこ
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ろ、現在１００台ある駐車場に新たに、夏場の 

じゃぶんこ広場利用者の利便性向上を図るため

購入するとのことで、用地購入費のみの予算であ

り、工事費は含まれていないとのことでした。 

委員会としては、公園は本町を代表する自然豊

かな交流拠点であり、多くの方が訪れる場所でも

あるので、駐車場整備だけにとどまらず、イベン

トや体験型の企画などの工夫にも取り組むよう

要望致しました。 

 

次に、税務課について報告いたします。 

まず、固定資産税の償却資産税の大幅増収の要

因について質したところ、町内の半導体製造業者

が令和７年に設備投資された約５７４億円分の

償却資産と、令和６年に取得したものの令和７年

に使用可能となった約１４５億円分の償却資産

について、併せて申告されたとの説明であり、こ

れらの設備投資による税額の増加が本町の固定

資産税増収の大部分を占めているとの説明であ
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りました。 

次に、提出された申告内容について、実地調査

を行っているか質したところ、半導体製造業者だ

けでも２千件を超える償却資産が存在するため、

現状では実地調査は行っていないとの答弁であ

りました。 

続けて、半導体製造設備は耐用年数が５年と短

く、経年減価による課税標準額の減少が早いこと

から、今回大幅な税収増があったものの、今後は

慎重な財政運営が必要ではないかと質したとこ

ろ、執行部からも半導体製造設備は太陽光発電設

備などと比較しても減価の進みが早く、税収が長

期的に安定するものではないとの認識が示され

ました。 

また、償却資産は土地や家屋と比較すると景気

や世界情勢の影響を受けやすく、不安定な財源で

あるとの見解も示され半導体製造業者について

は、現在、企業立地に関する奨励措置は受けてい

ないものの、今後条件を満たした場合には減免措
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置が適用される可能性もあることから、税務課と

しては楽観視せず財政確保に努めていきたいと

のことでした。 

委員会からは、今回の大規模設備投資による税

収増は本町財政にとって大きな効果をもたらす

ものであり歓迎すべきものである一方、半導体産

業は景気や国際情勢の影響を受けやすく、また設

備の耐用年数が短いことによる税収の変動も想

定されることから、こうした税収については過度

に依存することなく、今後の推移を注視しながら

安定的な財政運営に努めていくよう要望致しま

した。 

 

次に、保健介護課について報告いたします。 

 まず、一般会計では、子宮がん検診と乳がん検

診の一部の日程で同日受診を取り入れる新たな

取組について質したところ、検診バス２台を配置

することで同日検診が可能となり、令和８年２月

末現在の同日受診申込者数は６４０名とのこと
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でした。 

 委員会からは、これまで検査方法の違いから同

時実施が困難であった事情について理解し、同日

に受診できる体制が整うことで住民の利便性向

上や受診機会の拡大に繋がることが期待され、業

務の効率化にも繋がるとのことであり、今後も受

診しやすい環境づくりを進めながら、検診率向上

と住民の健康づくりの推進に努めて頂きたいと

要望致しました。 

 次に、後期高齢者医療特別会計では、令和８年

度の保険料改定内容について質したところ、後期

高齢者医療保険料は２年ごとに見直しが行われ

る仕組みであり、今回の改定では医療保険分であ

る基礎賦課額の見直しに加え、新たに子ども・子

育て支援納付金分が追加されるとのことでした。 

 基礎賦課額については、所得割額が所得割率 

１０．０８％、均等割額が５６，３００円となり、

現行と比較して均等割額が４，６００円の増額と

なるとのことでした。 
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 また、子ども・子育て支援納付金分については、

所得割率０．２５％、均等割額１，３５６円が新

たに設定されるとのことでした。 

 次に、国民健康保険事業特別会計では、令和８

年度から導入される、子ども・子育て支援納付金

の１人当たりの負担額について質したところ、実

際の税額などについては、６月の本算定において

最終的に決定されるものの、当初予算における試

算では、１人当たりの年間調定額は３，１７８円

程度を見込んでおり、国が示している試算である

月額２５０円程度の水準になる見込みとのこと

でありました。 

 次に、介護保険特別会計では、シニア元気アッ

プ運動教室推進事業費補助金１０４５万円につ

いて質したところ、令和７年度に実施した認知予

防教室「キララ」を発展させ、令和８年度は認知

症予防に加え、虚弱な高齢者を対象としたフレイ

ル予防の要素を組み合わせた教室「（仮称）きらら

プラス」を新たに実施するとのことで、宮崎大学
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医学部の協力を得て、教室参加前と終了後の効果

測定や分析を行うことで事業の効果検証にも取

り組む予定であるとのことでした。 

 委員会からは、高齢化が進む中で、認知症予防

とフレイル予防を組み合わせた取組は大変意義

のある事業であり、大学と連携し効果測定を行う

ことで、科学的な視点から事業の成果を検証して

いく点について評価でき本町の健康づくりと介

護予防の推進に繋がる取組として発展させて欲

しいと要望致しました。 

 

次に、福祉課について報告いたします。 

まず、高齢者等配食サービス支援費７３５万３

千円について質したところ、これまで社会福祉協

議会が実施していた老人等給食サービス事業に

ついて、委託先であった事業所から辞退の申し出

があったことを受け、委託事業から助成事業に内

容を改めて、令和８年度から町に所管を移してい

くとの説明でありました。 
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福祉課が窓口となり民間配食事業者が配食す

る弁当１食につき３００円を支援し、月曜から金

曜までの週５回、１日１回を上限として支援を行

う仕組みとのことでありました。 

委員会からは、配食サービスは高齢者の栄養確

保だけでなく見守りの役割も担う重要な事業で

あることから、事業者が変更となる中においても

利用者が安心して継続利用できるよう配慮する

とともに今後も利用状況や利用者の声を踏まえ

ながら安定したサービス提供に努めて頂きたい

と要望致しました。 

次に、子ども医療費システム改修委託料１３２

万円について質したところ、現在、本町の子ども

医療費助成制度の対象は中学生までとなってい

るが、令和９年度からは対象を高校生まで拡大す

る予定であり、その制度変更に対応するためのシ

ステム改修費用であるとの説明でありました。 

委員会からは制度開始にあたっては町民への

分かりやすい周知にも努めて欲しいと要望致し
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ました。 

 

次に、町民生活課について報告いたします。 

リチウム蓄電池等引取手数料３万９千円につ

いて質したところ、回収体制の充実を図ることに

より、町へのリチウム蓄電池等の持込み増加が見

込まれることから、破損や膨張した電池による爆

発や火災を防ぐため、当面の間は町民生活課窓口

への直接搬入により対応し、危険性の周知を図っ

ていくとの説明でした。 

また、一定程度周知が進んだ段階で、町内の量

販店などへの協力を呼びかけ複数個所への回収

ボックス設置についても検討するとの事でした。 

さらに、令和８年度からは、町で回収したリチ

ウム蓄電池等を安全かつ適正に処理できる民間

処理業者を選定し、処理体制の整備を図るとのこ

とでした。 

委員会からは安全確保を第一に、今後は町民が

利用しやすい回収体制の整備について要望致し
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ました。 

 

最後に、会計課について報告いたします。 

廃棄物処理手数料１０万円について質したと

ころ、書庫整理の一環として廃棄物の処理を行う

ものであり、２ｔダンプ１台分約１，７５０ｋｇ

を想定しているとのことでした。処理方法につい

ては溶解処理を予定しており、処分料は１ｋｇあ

たり４４円で見積もっており、この量で１年分の

廃棄処理に対応できる見込みであるとのことで

した。 

委員会からは書庫の整理は文書管理の適正化

の観点からも重要であることから、今後も計画的

な整理と適正な処理に努めるよう要望致しまし

た。 

 

 以上が予算審査の概要報告ですが、現地審査も

含め、議案第３号「令和８年度国富町一般会計 

予算」のうち、本委員会の所管部門に関する事項、
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議案第５号「令和８年度国富町国民健康保険事業

特別会計予算」、議案第６号「令和８年度国富町 

後期高齢者医療特別会計予算」及び議案第７号

「令和８年度国富町介護保険特別会計予算」につ

いての４件は、それぞれの案件ごとに採決の結果、 

いずれも全会一致をもって原案のとおり可決 

すべきものと決しました。 

  

最後に、本委員会の審査に当たり、ご協力いた

だきました関係職員の皆様にお礼を申しあげま

す。 

 現在、世界情勢は依然として不安定であり、エ

ネルギー価格や食料品価格の高騰など物価上昇

の影響は町民生活にも大きく及んでおります。 

また、国内においては少子高齢化の進行や社会

保障費の増大など、地方自治体を取り巻く環境は

年々厳しさを増しております。 

その様な中、本町におきましては、子育て支援

や高齢者福祉、地域活性化の取り組みなど町民生
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活に直結する様々な施策が令和８年度予算に盛

り込まれております。 

また、企業の設備投資による税収の動向や物価

高騰への対応など、今後の町政運営においても慎

重な財政運営が求められるところであります。 

 依然として厳しい財政状況の中ではありま

すが、町民の負託にこたえる行政運営のため最小

の経費で最大の効果が得られるよう職員の皆様

のなお一層のご努力をお願い申し上げます。 

以上を持ちまして、総務厚生常任委員会の審査

報告と致します。 


